
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 14

２　津波流失物（写真等）デジタル化等業務委託一式

　 (タグ付け閲覧システム構築委託含む)　小計  7,245千円

合計　　30,700千円

〔参考：全体事業費〕

平成24年度　　 3,250,000円（内市街地効果促進事業配分分　1,150千円）

平成25年度　　24,550,000円

平成26年度　　30,700,000円

合計　　　58,500,000円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素

事業ごと作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

小計 23,455千円

　　　　①　震災に関する新聞記事集の作成　　　　　9,169千円
　　　　②　名取を特集したテレビ番組のＤＶＤ化　　3,120千円
　　　　③　震災記録誌（概要版）の作成　　　　　　3,000千円
　　　　　　　　　3,000部×1,000円＝3,000,000円
　　　　④　震災の語りの記録　　　　　　　　　　　7,180千円
　　　　　　　　 1,000枚×7,180円＝7,180,000円
　　　　⑤　被災直後の航空写真集の作成　　　　　　　424千円
              被災後の市内の状況写真　27枚を拡大し保存（ラミネート加工）
　　　　⑥　震災前後比較用写真パネルの製作　　　　　562千円
　　　　　　　沿岸地域の被災状況写真パネル化　４枚（A0判）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(37）　震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 　東日本大震災記録・保存事業（平成２６年度分）

全体事業費  　５８，５００，０００円

　東日本大震災の記録を教訓として後世に引き継いでいくため、発災以降、本市にかかわ
る新聞報道やテレビ放映等の内容を記録として保存するとともに、震災体験者の声を将来
に残していくためＤＶＤを制作する。
　また、震災記録誌を作成し市民に配布するとともに、被災状況のパネル等を制作し展
示・閲覧など防災教育教材としての活用を図っていく。
　併せて、平成２４年度から取り組んできた津波で流失、回収した写真等の保存活用を図
るべく、デジタル化業務を引き続き委託するとともに、平成２６年度は、これまで整理し
てきたデータを閲覧、検索しやすくするよう、タグ付けなど分類・整理のシステムを構築
すべく、かかる事業費を前年度に引き続き措置するもの。

 【平成２６年度】

〔事業内容〕

１　震災記録保存・記録誌等作成事業

３０，７００，０００円


